
1

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
■ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

322 施策 社会参加の促進

障害者社会参加促進事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

3

市民ニーズ、社会的役割
・教室事業全体の延べ参加人数は前年度より増加していることから、障がい者
の社会参加の促進に一定寄与している。
・参加人数が減少している、あるいは参加者が固定化している教室もあるた
め、今後は教室の実施内容や募集方法の見直しが必要である。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
在宅障がい者向け教室事

業
総合福祉会館

障がい者を対象に、陶芸、七宝焼、ダンベルストレッチ体操、社交ダ
ンス、料理、民謡の6教室を実施する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

2,491
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

聴覚障がい等の意思疎通及び緊急連絡用に、聴覚障がい者団体及び手話ボ
ランティア団体へFAXを貸与し、また障がい福祉室にFAXを設置しています
が、コミュニケーションの合理的配慮として連絡手段の多様化を確保するた
め、今後も継続が必要です。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② ファックス設置事業 障がい福祉室
聴覚障がい者団体及び手話ボランティア団体へのFAX貸与並びに障
がい福祉室でのFAX設置。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

93
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 対象者を移動に困難のある重度障がい者に限り、地域での暮らしを支える施

策の推進に貢献している。利用者等からは助成金額について使いにくいとの
意見があったが、平成３０年１０月から１枚あたりの助成金額を引き上げ。
全国的に様々な方法で取り組まれているが、タクシー会社により初乗運賃が
異なるため、利用者の混乱を防ぐためには、より使いやすい制度の検討が必
要である。

令和 元 年度

継続

実施区分

③
重度障害者福祉タクシー

料金助成事業
障がい福祉室

重度障がい者に対し、タクシー初乗り運賃を助成（上限６６０円のタク
シー券年間４８枚交付）

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

40,142
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・工賃向上の取組として、授産製品の共同販売及び役務の共同受注の仕組み

の効果は大きい。
・授産製品の販売場所や役務の拡大が課題となっている。
・障がい者の働く場事業団との協議を進め、行政の役割を明確にし工賃向上
の取組みの支援を行う。
・事業効果の検証を進め、事業のあり方を検討する必要がある。

令和 元 年度 縮小又は
再構築な
ど

実施区分

④ 障がい者就労支援事業 障がい福祉室
授産製品の販売拡充及び役務を中心とした働く場の拡充を行うととも
に、障がい者就労コーディネーターとしての役割など就労支援に対す
る助成を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

10,800
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・本事業は国の基準を超えて配置した職員の人件費の助成制度であるため、
令和3年度（2021年度）の報酬改定に合わせた見直しが必要となる場合があ
る。
・職員の加配による効果を検証し、重度障がい者や精神障がい者など障がい
特性に対応した支援策を検討する必要がある。

令和 元 年度 縮小又は
再構築な
ど

実施区分

⑤
日中活動重度障害者支援

事業
障がい福祉室

重度障がい者の日中活動の場の利用促進を図るため通所型障害福
祉サービス事業者に対し助成を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

190,104
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 聴覚障がい者が社会的用務等や休日夜間の救急時において手話通訳や要約筆記を必要とする

際の手話通訳員や要約筆記者の派遣、医療従事者と十分に意思疎通をとることが困難な障がい
者の入院時におけるコミュニケーション支援員の派遣、盲ろう者が通訳者を必要とする際の通訳
者の派遣仲介や障がい福祉室における手話通訳員の配置を行っているが、手話通訳員とコミュニ
ケーション支援員の派遣については、障害者総合支援法の地域生活支援事業における必須事業
である。予算の範囲内で、国1/2、府1/4の補助がある。手話通訳派遣について、障害者差別解消
法等の法整備等社会情勢に鑑み、派遣の内容や方法の充実を図る必要がある。

令和 元 年度

拡充

実施区分

⑥
コミュニケーション支援事

業
障がい福祉室

意思疎通支援者（手話通訳員、要約筆記者、盲ろう通訳者、コミュニ
ケーション支援員）の派遣

事業の一部が法
定事務

（千円）

6,331
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

福祉バス貸付事業 障がい福祉室

障害者サマースクール事業 障がい福祉室

障害者団体福祉活動補助事業 障がい福祉室

一般事務事業 障がい福祉室



2

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　障害者社会参加促進事業 3 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 322 施策 社会参加の促進

市民ニーズ、社会的役割 聴覚障がい者へボランティアで手話通訳を行う団体に対し活動を補助する。
予算の範囲内で、国1/2、府1/4の補助がある。
現在は、市内障がい者団体の主催又は共催の事業における手話通訳を補助対象とし
ている。
今後は、障害者差別解消法等の法整備等社会情勢に鑑み、手話通訳ボランティアや
聴覚障がい者等のニーズを分析し、本事業の拡充について検討を行う必要がある。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑦ 手話通訳事業 障がい福祉室 手話通訳ボランティア団体の活動補助
市が独自に実施し
ている事務

（千円）

116
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

障がい者（児）の社会参加を促進していくためにも、事業の継続は必要である
が、より利用者のニーズに対応していくため、身体介護を伴う報酬基準及び、
同支給決定基準について、事業の見直しを行った。
今後も障がい者（児）の社会参加や余暇の充実に向けた検討を進めていく。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑧ 移動支援事業 障がい福祉室
　屋外での移動が困難な障がい者（児）の社会生活上必要不可欠な
外出や、社会参加のための外出の際の支援を行う事業所を利用する
障がい者（児）に対し、移動支援費を支給

事業の一部が法
定事務

（千円）

463,314
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 手話講習会は障害者総合支援法の地域生活支援事業における必須事業に、点訳及び要約筆記

の講習会は同事業における任意事業に位置付けられている。また障害者差別解消法により、合
理的配慮について、行政では義務化、民間では努力義務化されており、今後特に様々な合理的
配慮に関する啓発の推進が必要とされる中、コミュニケーション手段である手話・点訳・要約筆記
は障害者基本法が目指す障がいのある人・ない人の地域における共生の基礎であり、今後も市
民向け講習の継続が必要である。
なお予算の範囲内で、国1/2、府1/4の補助がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑨
手話・点訳・要約筆記講習

会事業
障がい福祉室

手話・点訳・要約筆記の講習会の実施及び手話通訳者等コミュニ
ケーション

事業の一部が法
定事務

（千円）

1,542
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

利用実績は目標値に達していないが、社会との関わりに不安を抱えながら生
活している精神障がい者にとって、定期的に通い集う場所としての機能や地域
において就労困難な在宅障がい者への機会の提供の場としての機能は、障
がい者の自立に向けて必要な役割を果たしている。委託相談支援センターの
再構築に伴い、新たな体制を構築していく。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑩
地域活動支援センター機

能強化事業
障がい福祉室

障がい者等を通わせ、地域の実情に応じ、創作活動や生産活動の機
会提供、社会との交流促進等の便宜を供与する地域生活支援セン
ターの機能を強化し、障がい者等の地域生活支援の促進を図る。

事業の一部が法
定事務

（千円）

6,709
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 広く障がい者の理解を促進することを目的に実施しており、市役所正面玄関

のロビー展示やシンポジウム、利用者によるダンス発表や演奏会など、多くの
人の目に触れる機会をつくり実施している。
一般市民も多く参加できる形式にはなっているが、当事者の家族や関係者の
参加が多く、障がい者理解の促進のためには、関心の少ない方にどう参加し
てもらうかを検討していく必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑪ 障害者週間記念事業 障がい福祉室
12月3～9日の障がい者週間の記念事業として、「障がい者の集い」を
実施するなど、市民の障がい者への理解と認識が深まるように啓発
事業を委員会に委託する形で実施

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

650
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

身体障がい者の運転免許取得費用や自動車改造費の助成は、身体障がい者
自身の自立につながり、介護者の運転免許取得費用の助成は介護者の負担
軽減につながり、今後も継続が必要である。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑫
身体障害者等自動車運転
免許取得・改造助成事業

障がい福祉室
①身体障碍がい者・介護者が運転免許を取得する場合
②身体障がい者が自動車を改造する場合に費用の一部を助成

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

535
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名



3

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　障害者社会参加促進事業 3 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 322 施策 社会参加の促進

市民ニーズ、社会的役割
介護が必要な重度障がい者に対して、日中活動の場を提供するサービスであ
り、法定事業である。入浴介助を提供できる事業者は慢性的に不足している
が、利用者は一定数増加の傾向にあり、介護給付費の中では予算規模が最
も大きくなっている。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑬ 日中活動系サービス事業 障がい福祉室
障がい者が利用する指定障がい福祉サービス事業者等に対する生
活介護等給付費

事業全体が法定
事務

（千円）

2,739,421
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

就労や、自立した日常生活または社会生活に必要な訓練を提供する専門性
の高いサービスであり、法定事業である。特に就労に関連したサービス受給
者は年々増加傾向にあり、それに伴い事業費も増加している。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑭ 訓練等給付事業 障がい福祉室
障がい者が利用する指定障がい福祉サービス事業者等に対する訓
練等給付費

事業全体が法定
事務

（千円）

1,326,649
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑮

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑯

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑰

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑱

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名


